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●道内経済の動き�

●道内企業の経営動向 （平成20年7～9月期実績、平成20年10～12月期見通し）�

●「産学連携」による地域経済活性化の必要性とその留意点�
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最近の道内景気は、弱い動きとなっている。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

個人消費は、食料品やガソリンなど生活必需品価格の高止まりによる家計防衛意識から弱め

の動きとなっている。設備投資は、大手製造業の能力増強投資を中心に堅調に推移してい

る。住宅投資は、月毎にばらつきはあるものの、需要の弱さから減少傾向にある。

生産活動は概ね横ばいである。また、雇用情勢は有効求人倍率が低下するなどやや弱い動

きとなっている。企業倒産は、件数、負債総額ともに増加した。
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①個人消費～弱い動き

８月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲３．６％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲１．４％）は、飲食料品が

増加したものの、主力の衣料品などが減少

し、１４ヶ月連続で前年を下回った。スーパー

（同▲４．５％）は、衣料品や身の回り品などが

減少し、１４ヶ月連続で前年を下回った。

コンビニエンスストア（同＋２．５％）は、

４ヶ月連続で前年を上回った。

②住宅投資～足元増加しているも、減少傾向

８月の新設住宅着工戸数は、４，５３３戸（前

年比＋９２．６％）と３ヶ月振りで前年を上回っ

た。利用関係別では、貸家（同＋１２４．６％）、

持家（同＋１７．９％）、分譲（同＋３２０．３％）全

てが前年を上回った。

４～８月の着工戸数累計では、２０，２５５戸

（前年同期比▲８．９％）となり、前年を下回っ

ている。持ち家（同▲５．７％）、貸家（同

▲２．５％）、分譲（同▲３５．５％）全てが前年を

下回った。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産～生産は横ばい

８月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、化学工業などが上昇したものの、石油・

石炭製品工業や電気機械工業などが低下し

た。

前月比では▲２．７％と４ヶ月振りに低下

し、前年比では▲０．４％と５ヶ月振りに低下

した。

④公共投資～低調に推移

８月の公共工事請負金額は、９００億円（前

年比▲２．３％）と２ヶ月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、国（前年比▲１０．３％）、道

（同▲１９．７％）、市町村（同▲９．３％）全てが

減少した。

４～８月までの累計では請負金額５，１４６億

円（前年同期比▲５．９％）と減少基調が続い

ている。

⑤雇用情勢～やや弱い動き

８月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４５倍となり、前月比では０．０１ポイントの

上昇、前年比では０．０７ポイント低下した。

新規求人数は、前年比▲１９．２％と６ヶ月連

続で前年を下回った。業種別では主要産業す

べてが減少した。特に、製造業（前年比▲

３０．４％）や建設業（同▲２５．５％）などでの新

規求人が大きく減少している。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数～３ヶ月連続で前年を下回る

８月の来道客数は、１，４３２千人（前年比

▲４．８％）と３ヶ月連続で前年を下回った。

４～８月の累計来道客数は、国内観光需要

の落込みもあり、５，５６２千人（前年同期比

▲３．０％）と前年を下回っている。

⑦貿易動向～輸出・輸入ともに増加

８月の道内貿易額は、輸出が前年比４２．７％

増の４３０億円、輸入が同６６．２％増の１，７９９億円

となった。

輸出は、一般機械や鉄鋼などが増加し、１０

ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は、価格高騰が続いた原油・粗油や石

炭などが増加し、１２ヶ月連続で前年を上回っ

た。

⑧倒産動向～件数・負債総額ともに増加

９月の企業倒産は、件数は６０件（前年比

＋６６．７％）と前年を上回り、負債総額も２６１

億円（同＋１５．２％）と前年を上回った。

業種別では、公共工事削減や原材料価格の

上昇の影響を受けている建設業が１８件と最も

多く、続いて、運輸業（１０件）、サービス業

・他（９件）となった。

４～９月までの累計では、件数が３７７件

（前年同期比＋２１．６％）、負債総額１，１４５億円

（同＋２７．９％）と前年を大幅に上回ってい

る。

道内経済の動き

― ３ ―
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＜図表1＞業況の推移�
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１．平成２０年７～９月期実績

前期に比べ、売上DI（△１５）は２ポ

イント上昇したものの、利益DI（△３４）

は６ポイント低下した。利益DIは再び

後退し、低水準で推移した。

２．平成２０年１０～１２月期見通し

売上DI（△１２）は３ポイント上昇が

見込まれる。利益DI（△３２）も２ポイ

ント上昇見込みであるが、大幅なマイナ

ス水準にとどまる見通しである。

定例調査

利益DIの低水準続く
第３０回道内企業の経営動向調査

サブプライム
ローン問題

公共投資の減少 原油価格の高騰

鳥インフルエンザH１３．９
アメリカ同時
多発テロ

H１７．７
知床世界自然
遺産登録

旭山動物園
ブーム

― ４ ―― ４ ―
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。
調査内容
第３０回定例調査
（２０年７～９月期実績、２０年１０～１２月期見通し）
判断時点
平成２０年９月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４６０ １００．０％
札幌市 １７５ ３８．０ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １０６ ２３．０
道 南 ３８ ８．３ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ５６ １２．２ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ８５ １８．５ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４６０ ５７．５％
製 造 業 ２２０ １２６ ５７．３
食 料 品 ７５ ３６ ４８．０
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２２ ６２．９
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３３ ６６．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３５ ５８．３
非 製 造 業 ５８０ ３３４ ５７．６
建 設 業 １８０ １０８ ６０．０
卸 売 業 １００ ６４ ６４．０
小 売 業 １２０ ７１ ５９．２
運 輸 業 ７０ ３３ ４７．１
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２３ ７６．７
その他の非製造業 ８０ ３５ ４３．８

〈図表２〉業種別の要点

要 点

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２０年
４～６ ７～９

見通し
１０～１２
見通し

２０年
４～６ ７～９

見通し
１０～１２
見通し

全産業 製造業は、売上・利益ともに後退 △１７ △１５ △１２ △２８ △３４ △３２

製造業 原材料価格上昇が響く △１０ △１５ △６ △２１ △２６ △２１

食料品 土産物品の好調続く。食肉加工は不振 １０ ６ １７ １０ △３ １１

木材・木製品 住宅着工減少が影響 △６５ △５５ △４８ △６５ △６７ △６０

鉄鋼・金属製品・機械 技術力の高い企業は比較的堅調 △９ △１８ ０ △１５ △６ △９

非製造業 低水準ながら建設業の売上が持ち直す △２０ △１６ △１５ △３１ △３８ △３６

建設業 建設業公共工事関連は厳しさ続く △４６ △２７ △２３ △４９ △４４ △３４

卸売業 食品関連は比較的好調、建設関連は不
振 △８ △１１ △５ △２３ △１６ △２８

小売業 売上DIと利益DIの乖離拡がる ５ １５ １ △２６ △３９ △３７

運輸業 燃料費上昇で利益の確保厳しい △３ ３ １２ △２７ △３５ △３４

ホテル・旅館業 ガソリン高などで観光客が減少 △３９ △６５ △６５ △１８ △５２ △５７

調 査 要 項

定例調査

― ５ ―― ５ ―
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＜図表3＞業況の推移（業種別）�
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〈図表１０〉当面する問題点（上位５項目）の要点

項目 前期比 要点

�原材料価格上昇（７２％） △１ 建設業を除く他の９業種で第１位。

�売上不振（５６％） ＋５ 全業種でウェイト高い。特に製造業は４業種全てで上昇。

�過当競争（４６％） ±０ 製造業（２５％）では比較的影響が小さい、非製造業（５４％）では大。

�諸経費の増加（４３％） △１ 食料品製造業、ホテル・旅館業（ともに６１％）でウェイト大。

�販売価格低下（２４％） △１ ホテル・旅館業（４４％）、建設業（３５％）で相対的にウェイト大。

当面する問題点の推移（複数回答）
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（５２）
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（５５）

③
４３
（４８）

４０
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（９）

１１
（１２）

１１
（１３）

１８
（１７）

１５
（１５）

３
（３）

１０
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（６）

�その他 ２
（３）

３
（４）

６
（８）

－
（－）

３
（－）

３
（７）

１
（２）

２
（２）

２
（３）

１
（２）

－
（３）

－
（－）

－
（－）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

１９年
１０～１２

２０年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

１９年
１０～１２

２０年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

１９年
１０～１２

２０年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

全 道 △２１ △１８ △１７ △１５ △１２ △２９ △３９ △２８ △３４ △３２ ２６ ２１ ２８ ３０ １８（２２）

札幌市 △２５ △２４ △１２ △１０ △９ △３０ △４４ △３３ △３１ △２８ ３２ ２５ ２８ ３１ ２２（１８）

道 央 △１０ △６ △１０ △１ △１ △３３ △３３ △１９ △２３ △２６ ２７ １９ ３１ ３７ １４（２５）

道 南 △３６ △３１ △２７ △２６ △２２ △２９ △６０ △２９ △３５ △４１ ２９ １５ ３０ ２２ １６（２４）

道 北 △１１ △１２ △７ △２５ △１６ △１７ △３１ △２２ △４４ △４１ ２７ ２５ ２６ ２７ １９（２２）

道 東 △２７ △２３ △３７ △３４ △２６ △３０ △３３ △３４ △４８ △３４ １４ １９ ２６ ２３ １４（２８）

（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査

― １１ ―― １１ ―
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今回の調査では、原材料価格の上昇に対して販売価格への転嫁はある程度進み、売上は幾

分持ち直しましたが利益は逆に低下しました。たび重なる仕入れ価格の上昇に価格転嫁が追

いつかない状況がうかがわれます。このような環境の中で、優れた技術を有する企業やマー

ケットを道内ばかりでなく道外にも求めている企業、また新しい分野にも目を向けている企

業は、比較的堅調な業績を残しています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜製菓業＞ 売上は増加傾向だが、運送費の

値上げが著しく経費の増加要因となってい

る。中間の流通経路を見直し、利益の確保を

目指す。

＜かまぼこ製造業＞ 価格競争が激しく、ま

た原材料が毎月のように値上がりし、数度に

わたる販売価格への転嫁も追いつかない。主

要取引先も低価格重視に変わり、良質な製品

が売れない。

＜機械部品製造業＞ デジカメ市場、特に一

眼レフが好調で、受注が増加している。しか

し原材料となる人工水晶が不足しているた

め、休止していた人工水晶育成炉を再稼動さ

せる。

＜鉄製品製造業＞ 仕入れ価格が毎月のよう

に上昇し、この先いつまで続くのか不透明で

ある。販売先への値上げ交渉はこれからも継

続する。コストダウンや合理化も推進してい

るが、これ以上の実施は従業員の士気や製品

精度の低下につながる。

＜養鶏業＞ 雛の温源費（灯油・ガス）、飼

料価格の高騰分を、販売価格に上乗せせざる

を得ない。また、不採算鶏場は閉鎖する。

＜印刷業＞ 道内での受注が厳しく同業者間

の競争が激化している。このため首都圏で他

社に負けないサービス（高品質、短納期）で

新規開拓に注力している。

＜建設業＞ 公共工事では契約金額の大小に

関わらず１工事に１名以上の技術者の配置が

必要であり、受注額に限度がある。積極的に

中途採用し受注額の増加に努める。

＜建設業＞ 同業者とのM&A、提携などに

より集約化を図り、徐々に成果が出ている。

しかし公共工事の減少、マンションバブルの

崩壊などで売上不振である。今後は売上単価

の引き上げ、コストと人員の削減を推進す

る。

＜建設業＞ 売上高は前年度並みだが、燃料

費や各種仕入単価の高騰で利益は圧迫されて

いる。使用している機械は年数が経っている

が新品の入手は困難なため大切に使用し、修

理費を増やさないようにする。

＜土木工事業＞ 工事量の減少により通年で

安定した施工が難しい。人件費増を防ぐため

効果的な人員計画が課題である。また施主の

ニーズに合わせた対応とコスト低減技術が必

要である。

経営のポイント

仕入れ価格の上昇に価格転嫁追いつかず
〈企業の生の声〉

― １２ ―
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＜土木工事業＞ 公共工事の発注量減少によ

り、入札価格の低下を余儀なくされ、売上、

利益ともに減少している。営業力を強化し建

物リフォーム、造園等の売り込みを進める。

＜土木工事業＞ 公共工事の減少に加え、民

間設備も低調である。今後もこの状況が続く

ものと思われ、農業が主力のグループ企業に

注力する。

＜穀物卸売業＞ 世界的な穀物価格高騰、外

国産食品への消費者の不安などから道産食品

への需要は高まりつつある。しかし、肥料、

飼料、原油価格の高値が続き、道内農業生産

者の意欲が低下している。

＜青果卸売業＞ スーパーなどの大量販売先

を極力減少させ、高付加価値商材の少量適正

価格販売に努める。

＜燃料店＞ 原油価格の高騰により、灯油、

LPGの消費量が減少している。仕入れ価格高

騰分の価格転嫁が難しく、売上・利益が影響

を受けている。顧客の個別管理により赤字先

の見直しやM&Aなどで顧客増加を図る。

＜燃料店＞ 原油価格の高騰を受け、販売数

量の落ち込みが続いている。今後は環境を考

え、防犯商品（火災警報器、灯油盗難防止）

などに注力し、利益確保を目指す。

＜ガソリンスタンド＞ 石油製品の単価が高

騰しているため、売上は増えているが、利益

は減少している。そのためフルサービススタ

ンドから、セルフサービススタンドへの転換

を計画している。

＜自動車販売業＞ 原油価格の高騰により排

気量の多い高級車が売上不振である。コンパ

クトカー、ハイブリットカーへ移行してお

り、販売単価が下落している。

＜貨物運輸業＞ 省エネ運転の徹底、荷主に

対する運賃値上げ要請などで、燃料費の高騰

へ対応している。また不採算業務からの撤

退、既存荷主への営業強化により新規業務を

確保し、過当競争を乗り切る。

＜貨物運輸業＞ 原油価格の高騰に加え、環

境や安全対策などコストアップの要因が山積

みで収益は多大な影響を受けている。修理費

用、人件費などの削減を行っているが経費の

増加に追いつかず苦慮している。

＜家具運輸業＞ 運賃の値上げにより売上は

わずかに増加したものの、それを上回る軽油

価格の上昇から利益は減少している。今後も

原油価格、諸経費の増加分を運賃へ転嫁する

と共に、業務の見直しにより輸送効率を高

め、利益確保につとめる。

＜農産物運輸業＞ 原油価格の高騰により燃

料費やフェリー代等のコストが上昇してい

る。運賃は今春見直したが、毎月の変動に対

応出来ない。来春を目処に更なる運賃見直し

を進めている。

＜バス会社＞ 原油価格の高騰により燃料費

が４年前に比べ２倍に上昇している。アイド

リングストップ、経済的な走行の徹底など消

費量抑制に努力しているが限界に近い。

経営のポイント

― １３ ―
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＜観光ホテル＞ 温泉熱を利用した熱交替シ

ステムにより重油消費量を減らす。

＜都市ホテル＞ ガソリン高や飛行機便数の

減少で、宿泊客が減少している。また料金の

値上げが出来ない中、原材料価格、経費の高

騰により厳しい状況である。

＜自動車整備業＞ 原油高の影響で取引先が

厳しい状況にあり、値引き要請が増加してい

る。取引先の倒産も増加しており、貸倒れも

発生している。

＜自動車整備業＞ 原油価格の高騰による影

響で、自動車走行距離が著しく減少してい

る。しかし自動車は必需品であり、最低限の

カーメンテナンスは発生する。その時に当社

が選ばれるように顧客との信頼関係を強め

る。

＜自動車整備業＞ 本業だけにとどまらず、

自動車、タイヤ、自動車用品、保険の販売で

売上を伸ばすと同時に、新規開拓を図ってい

る。

＜タイヤ修理販売業＞ 乗用車の軽量小型化

にともない、タイヤも小型化して単価が下が

り利益も低下している。

＜リネンサプライ業＞ 未開拓地域へ参入

し、今期は売上を伸ばした。また既存のユー

ザー先への単価値上げ交渉も実を結びつつあ

る。しかし重油をはじめ石油関連資材の値上

がりが激しく、利益を圧迫しており、企業努

力を超えている。更なるコスト削減を図り、

値上げ未実施先へ重点的に交渉する。

経営のポイント

― １４ ―
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１．はじめに

私は、北海道ティー・エル・オー�（以下、北海道TLO）で、通算６年ほど「産学連携」の業
務に従事しています。北海道TLOへの出向は２回目で、その間の北洋銀行新事業支援室での勤務

を含めれば、「産学連携」への関わりは通算８年になります。

３０年ほど前に銀行に入ったときは、まさかこのような業務に就こうとは、思いもしませんでし

た。この間に大学、産業界そして何よりも日本と言う国自身が、「産学連携」の必要性、重要性

を感じ、特にこの１０年間で様々な取り組みを行ってきた結果であると言っては言い過ぎでしょう

か。

これから、「産学連携」に図らずも関わり、現場を見てきた者として感じたことを、少々述べ

させていただきます。目線はあくまでも銀行員です。とりとめの無い話しになりますが、産学連

携に取り組みたい、あるいは取り組んでいる皆様にとって少しでもご参考になることがあれば幸

いです。

２．北海道TLOによる産学連携

私が在籍する北海道TLOについて、少し説明します。従来の大学に軸足を置いた北海道TLOの

活動が、中小企業が「産学連携」を行う場合の難しさを反映しているからです。ちなみに、TLO

とは、Technology Licensing Organizationの略で、一般には「技術移転機関」と訳されています。

９年前に北海道TLOを設立したときの目的は、道内の大学や工業高等専門学校の研究者の研究

成果を北海道TLOが譲り受けて特許とし、その特許を企業に使用許諾して企業から対価を受け取

り、大学・研究者・北海道TLOで分配し、その資金で更なる研究開発を推進することでした。

この一連の動きを「知的創造サイクルの構築」と言います。役所が作った言葉で如何にもアカ

デミックな響きがありますが、反面、産学連携の現場の泥臭さや苦労が感じられず、現場で活動

している私には、正直言ってあまりピンときません。

北海道TLOは、いわば、大学発の特許をネタに商売をしてきたのですが、平成１６年度の国立大

学の法人化によって大学が特許を保有することになり、北海道TLOの業務内容も大幅に変わって

きました。商売のネタである特許を持てなくなるのですから当然です。企業の新分野進出を支援

する北海道TLO自身が新分野に進出せざるを得なくなりました。

ただし、この結果、大学発の特許へのこだわりが少なくなり、より企業、特に中小企業のニー

ズに合った方向に事業を進めるようにしました。企業が必要とすることであれば、大学発の特許

に関わるものだけではなく、新たに様々な仲介業務やコンサルティングを開くようになりまし

た。災い転じて福となす、あるいは瓢箪からコマといったところでしょうか。

３．大学発特許と中小企業

大学の研究成果を基にした特許は、企業の特許とは異なり、基礎研究に近いものが多くなるの

経営のアドバイス

「産学連携」による地域経済活性化の必要性とその留意点
北海道ティー・エル・オー株式会社

常務取締役 末富 弘
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は大学の性格上、仕方が無い事でしょう。基礎研究に近いが故に革新性が強く、事業化したとき

の先端性や波及効果は極めて大きい事が予想されるのですが、事業化するためには研究を推進す

るための莫大な資金と研究者、施設が必要になります。とても、中小企業で対応できるレベルで

はありません。資金も人材も潤沢な大企業向けと考えた方が無難です。

北海道TLOもかれこれ９年間事業を行っており、勿論、このような大学発の特許を企業に使用

許諾した例は何件もありますが、本当に事業化された例はそう多くはありません。企業は最初か

ら数年後の具体的な事業化を見据えているというより、事業化の可能性を確保したということで

しょう。

したがって、売り上げに応じて企業から北海道TLOに入る使用許諾料も僅かで、大学発の特許

を商売のネタにしているとは言っても、北海道TLOは道内経済界からの支援や他の業務の収入で

経営を維持してきたのが実態です。勿論、大学や研究者に入る金額も少なく、大学が産学連携に

本格的に取り組む踏ん切りがつかない原因の一つになっているかもしれません。

北海道TLOにいると、次のような事例によく出くわします。

ある企業の経営者が、産学連携セミナーに参加して大学の研究者の発表を聞きました。自社の

事業に近い分野であることから後日、研究者と面談しすっかり意気投合しました。研究者は研究

の素晴らしさと事業化への熱い思いを説明し、企業経営者に共同開発を相談しました。

問題は、これから後の対応です。ここで、例えば客観的に自社の事業になるかどうかを考える

必要があります。

例えば新製品であれば、製品化するにはどれだけの時間と資金が必要なのか、想定している新

製品が既存製品の市場を奪う事ができるのか、あるいは新たな市場を創出できるのか、自社の体

力で製品化まで持っていけるのか、等を考えなければなりません。先端的であればあるほど製品

化までの技術的、法的なハードルが高く、製品化できないリスクも十分にあります。

勿論、企業経営者は通常の業務においてこのような判断を常に求められており、都度、妥当な

判断を下しています。そうでなければ、企業の経営は立ち行かなくなるからです。

気をつけなければいけないのは、ここに「産学連携」が絡んだ場合です。「産学連携」と言う言

葉には、不思議な魅力が潜んでいます。通常、接する機会の少ない大学の研究者から世界最先端

の科学の話を聞き、それが自社で事業化できると聞けば、大きな将来性を夢見る事は仕方が無い

かもしれません。かつ、それが日本の否、世界の重大な課題を解決するようなものであれば、尚

更でしょう。経営者としての経験やそれに基づく冷静沈着な判断が、吹き飛んでしまう場面で

す。

その結果、多大な資金を研究開発に投入し、それが原因で苦労している道内の中小企業を、私

は残念ながらいくつか見てきました。

４．研究者との距離感

誤解を招きそうな話しになりましたが、勿論、大学の研究者に悪意があるわけではありませ

ん。研究者の多くは、強いプライドを持って研究を行っています。資金や施設、補助員等に恵ま
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れた研究者はごくわずかで、大半がそれこそ寝食を忘れて厳しい条件下で研究に没頭していま

す。

ただし、大多数の研究者の目標は、あくまでも良い研究を行い、学会や論文で発表してアカデ

ミズムから評価を得ることです。アカデミズムからの評価につながらないような産学連携を、研

究者は望んでいるわけではありません。「産学連携」による社会貢献を第一に考えている研究者

は、決して多くはないと言うことは、企業としても頭に入れておく必要があります。

もっとも、最近は若い世代を中心に、アカデミズムの評価と同様に、自分の研究を事業化して

社会に貢献したいと考える研究者が増えてきました。このような状況は、産学連携にとっては強

い追い風になりますが、反面、研究者が事業化に熱心なあまり、研究だけではなく事業化段階に

まで足を踏み入れてしまう事もあります。

私は教員がプロジェクトの事業化段階まで入り込む事や、あるいは大学発ベンチャーを作って

経営にまで関わることには、いささか疑問を有しています。世の中にはとてつもない経営感覚を

もった研究者がいるかもしれませんが、そのような研究者の下でもプロジェクトや大学発ベンチ

ャーは上手くいかないでしょう。なぜなら、研究を行っている限り研究成果を事業化するため

の、冷静な目利きが出来ないからです。

先ほど述べたように、研究者の目標はアカデミズムで評価を得る事です。そして、アカデミズ

ムの評価が高ければ高いほど、先端的な事業の創出に結びつくと考えがちです。極端とは思いま

すが、「ノーベル賞に値する研究＝事業化が近い」とは到底、思えません。研究者の思い込み

を、企業が豊富な経験を基に冷静な目、即ち徹底したリアリズムでコントロールする事が必要で

す。それでこそ、お互いの強みや特徴を活かした産学連携と言えるのではないでしょうか。

また、研究者が経営者として経営に参画するというのも、非常に難しい問題と思います。企業

の経営は経験やノウハウを持った人が、常勤で行うものです。自分と社員の生活をかけて行うも

のです。そうでなければ、その大学発ベンチャーはすぐに破綻します。関わるのであれば、技術

アドバイザーや顧問で止めるべきでしょう。それ以上は、通常は必要ないと思います。

５．中小企業の「産学連携」の留意点

私は産学連携を否定するつもりは全くありません。道内の企業が新分野に進出するためには、

資金や人材、設備の不足を補うためにも、積極的に産学連携を推進する必要があると強く考えて

います。また、そのような道内企業の新分野への進出が、自立的な地域経済の構築につながる大

きな要因の一つであると考えています。

しかし、今まで述べたように、安易に取り組むことは難しい結果を招きかねません。以下、私

のいささかの経験を基にして、実のある産学連携を行うためのヒントらしきものを述べてみま

す。

まず、自社がどのような分野に進出したいのかを明確にする必要があります。自社の現在の事

業内容、人材、設備等をしっかり把握した上で、今後どのような方向に進むのかを考えてはいか

がでしょうか。産学連携セミナーで研究者のプレゼンテーションを聞き、直感的にほれ込んだと
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いうのは、成功すればドラマチックかもしれませんが、なかなかそうは行きません。

自社の目指す方向の研究者を探すのは、難しいことではありません。各大学のホームページに

はほとんど産学連携のコーナーがあり、研究者の検索が出来ます。あるいは、札幌市中央区大通

西５丁目にHiNT（ヒント）というオフィスがあるので、訪問してはいかがでしょうか。HiNTに

は室蘭工業大学、北見工業大学、帯広畜産大学の出先が集まっていて、必要な情報が手軽に入手

できます。勿論、他大学や公設試験研究機関、支援機関の情報も豊富にあります。

最も手軽なのは、北洋銀行の支店の窓口です。すぐに情報入手は出来ませんが、後日、必ず回

答をいたします。

実際に大学とプロジェクトを組んだり共同研究を行う場合には、自社対大学の２者ではなく、

支援機関に関わってもらうほうが良いでしょう。資金、特許、期間等について大学と直接交渉す

るのは、慣れた企業なら別ですが、結構大変なものです。大学に対してどうしても遠慮し、言い

たい事も言えなくなりがちです。面倒な交渉、手続きは支援機関に任せて、余計な心配を無くす

ようにしてはいかがでしょうか。

各地の支援機関については、�北海道中小企業総合支援センターの新事業支援機関（地域プラ
ットホーム）ネットワークに詳しく掲載されています。以下の、ホームページをご参照下さい。

新事業支援機関ネットワーク：http : //www.hsc.or.jp/gaiyo/pflist.htm

また、大学だけが連携先ではありません。例えば、道立工業試験場や道立食品加工研究センタ

ーには立派な設備と共同研究、技術指導等の豊富な実績があります。各地にこのような公設試験

研究機関があるので、活用を検討してはいかがでしょうか。大学は確かにブランドとしては魅力

的です。○○大学と共同研究を行っているといえば、少し鼻が高くなるかもしれません。しか

し、実際に何を行うのか、そのためにはどのような連携が最適なのか、その相手が大学なのか公

設試験研究機関なのか、よく検討しなければ折角の「産学連携」が無駄になってしまいます。

最適な連携先を見つけるにはどうしたらよいか。札幌の方は前述のHiNTに行けばよいのです

が、それ以外の地方の方は北洋銀行の支店窓口に行くのが最も手っ取り早いでしょう。北海道経

済産業局やHiNT、包括連携協定を締結している大学と協力し、しっかりと調べます。

最後に公的資金の活用です。北海道TLOでも経済産業省等の事業化のための公的資金の受け皿

となり、毎年、数件の事業化プロジェクトを行っています。メンバーは大学、公設試験研究機

関、企業等様々です。プロジェクトの期間は２～３年で、金額は年間数千万円～数億円です。こ

の資金で研究設備の準備、研究員の雇用、消耗品の手当て、特許の出願等を行います。企業の負

担はゼロから３分の１まで色々あります。

このような資金を使って事業化研究を行う事は、中小企業にとっては自社だけでは出来ない先

端的な研究開発が可能になりますが、反面、プロジェクトに人員を投入するため本業に差しさわ

りが出ることがあります。また、３分の１とは言え、１億円のプロジェクトであれば３，３００万円

の資金負担があり、中小企業にとっては決して小さな負担ではありません。
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しかも、プロジェクトの期間内に結果が出なければそれ以降は自己資金を投入するか、研究開

発を諦めるしかなくなります。正直言って、プロジェクトの期間内にしっかりと予定した成果を

出す事はなかなか容易ではありません。そこまで考えた上で、プロジェクトへの参加を考えなけ

ればなりません。

多額の公的資金がもらえるから良いというものではない事をご理解願います。

なお、公的資金の内容や募集時期を調べるには、HiNTが発行している「テクノサポートカレ

ンダー２００８」が大変便利です。スペースの関係で本稿には掲載出来ませんが、HiNTのホームペ

ージをご覧ください。また、HiNTは「北海道における産学官連携の総合窓口」です。「産学連

携」に関する豊富な情報をホームページから入手することが出来ます。

HiNTホームページ：http : //www.hint-sapporo.jp/

６．おわりに

北海道経済活性化のためには、基幹産業の再生とともに、道内の優れた資源（農林水産物、産

業集積、研究機関、人材等）を活かした、新たな産業の創出が求められています。「産学連携」も

その有力な手段の一つではあることは、間違いありません。道内の優れた農林水産物を、産学連

携により、より付加価値の高い製品にする事例が増えています。また、機械や素材等のものづく

り分野でも、様々な成果が出始めています。

しかし、「産学連携」がどのような場面でも威力を発揮する「魔法の杖」ではないことも忘れ

てはいけません。自社の特徴と体力をよく考え、明確な目標を設定し、その目標達成のために大

学や試験研究機関を活用するくらいの気構えが必要です。また、事業化の目途が立たないとき

は、速やかに事業化を中止するくらいの覚悟も必要です。

要は、事業化を行う自社が主役だと言うことです。「産学連携」は、オリンピックではありませ

ん。参加することに意義があるのではなく、しっかりと自社の事業として根付かせることに意義

があるのです。そして、そのためには各種の支援制度や支援機関を活用することが、極めて重要

になります。

長々と述べてきましたが、道内の産学連携に取り組むことを考えている、あるいは既に取り組

んでいる皆様のご参考になれば幸いです。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１６年度 １０１．０ ０．１ ９９．１ ３．９ ９９．５ ０．１ ９８．８ ３．６ ９７．５ △１．６ ９４．６ ２．９
１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ ９５．６ △１．９ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０４．４ ９．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．５ ０．６ １０８．０ ２．６ １０４．４ △０．３ １０８．６ ３．１ １０１．８ △２．５ １００．７ ２．１

１９年４～６月 １０３．９ １．０ １０６．４ ２．３ １０３．５ △２．０ １０７．０ ２．５ ９７．７ △５．６ １０３．１ １．０
７～９月 １０３．１ ０．０ １０８．２ ２．６ １０２．１ △１．１ １０８．４ ２．８ １００．９ △３．８ １０４．２ ２．４
１０～１２月 １０３．１ △０．５ １０９．２ ３．３ １０３．０ △１．１ １０９．９ ４．４ １０３．１ △２．５ １０５．５ １．３

２０年１～３月 １０７．７ ２．２ １０８．４ ２．３ １０８．７ ３．０ １０９．４ ３．１ １０３．９ ０．１ １０５．５ ２．１
４～６月 １０５．２ １．２ １０７．５ １．０ １０７．５ ３．９ １０８．４ １．２ ９９．９ ２．３ １０５．９ ２．７

１９年 ８月 １０３．１ ０．２ １０９．７ ４．６ １０２．６ △０．１ １１０．１ ４．７ ９８．９ △５．３ １０３．７ ２．１
９月 １０２．８ △１．３ １０７．９ ０．２ １０３．０ △０．５ １０８．４ １．０ １００．９ △３．８ １０４．２ ２．４
１０月 １０２．７ ０．０ １１０．０ ５．３ １０２．９ ０．２ １１０．１ ６．３ １０１．８ △２．６ １０４．９ １．８
１１月 １０３．５ １．０ １０８．４ ３．２ １０２．６ △０．６ １０９．１ ３．５ １０３．４ △０．５ １０５．８ ２．７
１２月 １０３．２ △２．６ １０９．１ １．５ １０３．５ △２．５ １１０．６ ３．３ １０３．１ △２．５ １０５．５ １．３

２０年 １月 １０９．１ ３．３ １０８．５ ２．９ １０８．８ ４．０ １１０．０ ３．９ １０５．４ △２．７ １０５．３ １．９
２月 １０９．１ ５．０ １１０．２ ５．１ １１１．９ ８．０ １１１．３ ５．８ １０３．０ △２．４ １０５．４ ２．３
３月 １０５．０ △１．２ １０６．５ △０．７ １０５．５ △２．２ １０７．０ ０．１ １０３．９ ０．１ １０５．５ ２．１
４月 １０４．７ ０．７ １０６．３ １．９ １０７．０ １．５ １０８．０ ２．８ ９９．４ △２．７ １０４．２ １．０
５月 １０５．２ ０．６ １０９．３ １．１ １０６．３ ２．８ １１０．２ １．７ ９９．２ △０．６ １０４．７ １．５
６月 １０５．６ ２．２ １０６．９ ０．０ １０９．１ ７．４ １０６．９ △０．６ ９９．９ ２．３ １０５．９ ２．７
７月 r１０７．４ ４．８ r１０８．３ ２．４ r１０８．７ ８．８ r１０８．９ ３．１ r１０２．０ ４．０ r１０５．８ ２．２
８月 p１０４．５ △０．４ p１０４．５ △６．９ p１０１．６ △２．４ p１０４．８ △６．９ p１０３．８ ４．９ p１０５．６ １．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，６５６ △１．６ ２１１，７４５ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，８０５ △２．６ ２１２，５５７ △１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２９１ △０．８ ６４４，８５７ △２．１ １２８，２６６ △１．１

１９年４～６月 ２３３，８３９ △１．５ ５１，３２３ △０．６ ７４，０８９ △２．３ ２０，１３２ １．０ １５９，７５０ △１．１ ３１，９１９ △１．６
７～９月 ２２９，６２１ △３．１ ５１，２３３ △２．０ ７３，６８２ △４．２ １９，６７８ △２．３ １５５，９３８ △２．５ ３１，５５５ △１．９
１０～１２月 ２６０，９２７ △２．７ ５７，９６０ △１．０ ８７，４１０ △３．９ ２４，０１９ △１．１ １７３，５１７ △２．２ ３３，９４１ △０．９

２０年１～３月 ２３０，４１９ △２．９ ５２，０４１ △０．３ ７４，７６６ △３．３ ２０，４６２ △０．９ １５５，６５３ △２．８ ３１，５７８ ０．１
４～６月 ２２３，６３４ △５．５ ５０，６７１ △２．７ ６７，５５３ △７．０ １９，２２８ △４．４ １５６，０８１ △４．８ ３１，４４４ △１．６

１９年 ８月 ７６，４５５ △０．９ １６，６９３ △０．１ ２２，５３８ △１．５ ５，７４４ １．１ ５３，９１７ △０．６ １０，９４９ △０．８
９月 ７３，５３９ △３．０ １５，９２７ △２．０ ２４，１０１ △３．７ ６，０２８ △２．７ ４９，４３８ △２．７ ９，８９９ △１．５
１０月 ７７，４１４ △５．２ １７，１６１ △１．７ ２６，３３４ △４．７ ６，８６２ △１．６ ５１，０８０ △５．４ １０，２９９ △１．８
１１月 ７８，３１１ △１．４ １８，１２４ ０．４ ２６，０１１ △２．０ ７，５６５ ０．８ ５２，３００ △１．１ １０，５５９ ０．１
１２月 １０５，２０２ △１．９ ２２，６７５ △１．５ ３５，０６６ △４．６ ９，５９２ △２．２ ７０，１３７ △０．５ １３，０８３ △１．０

２０年 １月 ８０，１９４ △４．８ １８，７９９ △２．０ ２６，２８０ △３．８ ７，３９９ △２．１ ５３，９１４ △５．３ １１，４００ △２．０
２月 ６７，８９０ △２．８ １５，５３９ １．２ ２０，９１４ △３．６ ５，８３３ １．０ ４６，９７６ △２．５ ９，７０６ １．４
３月 ８２，３３５ △１．２ １７，７０３ ０．２ ２７，５７１ △２．６ ７，２３１ △１．２ ５４，７６３ △０．４ １０，４７２ １．３
４月 ７４，８５６ △５．３ １６，８１２ △２．２ ２２，７３５ △５．８ ６，３８１ △３．４ ５２，１２１ △５．０ １０，４３１ △１．５
５月 ７４，７９７ △４．７ １６，９５１ △２．０ ２２，４９１ △５．１ ６，４０５ △２．５ ５２，３０５ △４．５ １０，５４６ △１．７
６月 ７３，９８２ △６．５ １６，９０８ △４．０ ２２，３２７ △９．９ ６，４４２ △７．３ ５１，６５５ △４．９ １０，４６６ △１．７
７月 r ７８，５７５ △３．０ r １８，６６１ △０．７ r ２５，９４０ △２．２ r ７，７１６ △２．３ r ５２，６３５ △３．４ r １０，９４５ ０．５
８月 p ７４，９４１ △３．６ p １６，５３２ △２．２ p ２１，７８８ △１．４ p ５，５６６ △２．９ p ５３，１５３ △４．５ p １０，９６７ △１．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２０ ―
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年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △０．１ １１６．６４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．７ ７５，１６１ △１．０ １０１．１ ０．２ １００．６ △０．１ １１４．２０ １２，５２６

１９年４～６月 １００，７４９ △１．６ １８，４７３ △１．９ １００．５ △０．２ １００．２ △０．１ １２０．７３ １８，１３８
７～９月 １１０，０３１ △１．７ １９，９０３ △０．１ １００．７ △０．１ １００．４ △０．１ １１７．７８ １６，７８６
１０～１２月 １０３，６８０ △２．２ １８，９８６ △１．０ １０１．６ ０．９ １００．８ ０．５ １１３．１０ １５，３０８

２０年１～３月 ９３，８３２ △１．５ １７，７９８ △０．９ １０１．８ １．８ １００．７ １．０ １０５．２０ １２，５２６
４～６月 １０５，０６８ ４．１ １９，２２４ ２．５ １０２．８ ２．４ １０１．６ １．４ １０４．５１ １３，４８１

１９年 ８月 ３８，７０８ △２．６ ６，９５２ △０．２ １００．８ △０．１ １００．６ △０．２ １１６．７２ １６，５６９
９月 ３４，３５５ △３．２ ６，２９９ ０．０ １００．９ △０．２ １００．６ △０．２ １１５．０２ １６，７８６
１０月 ３５，０３０ △１．４ ６，３１９ △１．２ １０１．３ ０．４ １００．９ ０．３ １１５．７４ １６，７３８
１１月 ３２，８４３ △２．４ ６，０８９ △０．６ １０１．３ ０．８ １００．７ ０．６ １１１．２１ １５，６８１
１２月 ３５，８０７ △２．８ ６，５７８ △１．３ １０２．１ １．４ １００．９ ０．７ １１２．３４ １５，３０８

２０年 １月 ３１，２１４ △２．６ ５，８４１ △１．６ １０１．９ １．４ １００．７ ０．７ １０７．６６ １３，５９２
２月 ３０，００８ △０．９ ５，６５５ △０．５ １０１．５ １．８ １００．５ １．０ １０７．１６ １３，６０３
３月 ３２，６１０ △１．１ ６，３０１ △０．６ １０２．１ ２．３ １０１．０ １．２ １００．７９ １２，５２６
４月 ３２，０３４ △０．２ ６，１１８ △０．２ １０１．７ １．５ １００．９ ０．８ １０２．４９ １３，８５０
５月 ３６，７６３ ８．５ ６，５５３ ３．５ １０２．９ ２．３ １０１．７ １．３ １０４．１４ １４，３３９
６月 ３６，２７１ ３．９ ６，５５３ ４．０ １０３．９ ３．３ １０２．２ ２．０ １０６．９０ １３，４８１
７月 ３９，６５８ ６．６ ７，５３８ １１．５ １０４．１ ３．８ １０２．４ ２．３ １０６．８１ １３，３７７
８月 ３９，８７７ ２．５ ７，４１９ ５．１ １０４．６ ３．８ １０２．７ ２．１ １０９．２８ １３，０７３

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによる。■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４９，１２７ １２．２ ７０，８７０ △８．４ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７

１９年４～６月 ４３，５２８ △４．７ １１，１１３ ３．２ １９，０６６ △８．１ １３，３４９ △５．７ ９７０，３２４ △６．８
７～９月 ４１，０３４ △７．６ １２，７８０ ２２．０ １６，８３３ △１６．７ １１，４２１ △１６．７ １，０５１，５６９ △５．９
１０～１２月 ３４，６８２ △２．５ １０，９１６ １８．５ １４，０５８ △５．９ ９，７０８ △１５．０ １，００５，７１７ △１．９

２０年１～３月 ４９，９０５ △１．５ １４，３１８ ７．４ ２０，９１３ △２．８ １４，６７４ △７．４ １，３６２，７３４ △０．７
４～６月 ４１，８３８ △３．９ １１，０９８ △０．１ １８，２８４ △４．１ １２，４５６ △６．７ ９６５，８９５ △０．５

１９年 ８月 １０，６０７ △６．３ ３，３２２ ２１．０ ４，２４１ △１７．３ ３，０４４ △１１．７ ２７７，５５７ △２．１
９月 １５，２３６ △７．７ ５，１０７ ３１．４ ５，６８３ △１９．７ ４，４４６ △１９．９ ４１５，９９３ △５．０
１０月 １２，６１９ １．２ ３，９８４ ３４．５ ５，００８ △９．８ ３，６２７ △８．２ ３３５，８８６ １．１
１１月 １２，６１５ △１．２ ３，９９３ １８．３ ５，４５９ ３．０ ３，１６３ △２２．８ ３６４，４８９ ０．６
１２月 ９，４４８ △８．５ ２，９３９ ２．２ ３，５９１ △１２．２ ２，９１８ △１３．３ ３０５，３４２ △７．７

２０年 １月 ９，７４４ △０．３ ２，６６７ △０．３ ４，０６８ １．４ ３，００９ △２．５ ３２０，０８４ ３．８
２月 １３，７７０ ３．８ ３，７７８ １０．０ ５，７５１ ２．７ ４，２４１ ０．１ ４２８，９８６ １．０
３月 ２６，３９１ △４．５ ７，８７３ ９．０ １１，０９４ △６．７ ７，４２４ △１２．９ ６１３，６６４ △４．０
４月 １４，８８５ ２．９ ３，９３５ ５．８ ６，９６１ １１．３ ３，９８９ △１１．３ ３０５，８４７ ５．４
５月 １２，２７７ △９．０ ３，２４９ △５．０ ４，９７２ △１１．１ ４，０５６ △９．３ ２９６，０８２ △３．６
６月 １４，６７６ △５．８ ３，９１４ △１．５ ６，３５１ △１２．０ ４，４１１ ０．７ ３６３，９６６ △２．５
７月 １５，８９３ ４．６ ４，４１８ １．５ ７，５５３ ９．３ ３，９２２ △０．２ ３８３，２５８ ７．０
８月 ９，６６５ △８．９ ２，４８２ △２５．３ ４，１５３ △２．１ ３，０３０ △０．５ ２５５，２９５ △８．０

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２１ ―
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０

１９年４～６月 １５，９９１ １１．０ ３，２５５ △２．６ ３３１，７５９ △１２．０ ３１，０４０ △０．７ ２９，７２１ △１０．８
７～９月 ８，９４６ △３８．８ ２，０７８ △３７．１ ２８８，７０７ △１０．６ ３１，６８０ △７．３ ３０，５６６ △１．４
１０～１２月 １０，３８６ △２７．４ ２，４８４ △２７．３ １４４，５３５ ２０．３ ２８，８１０ △２．９ ２９，８９３ ０．０

２０年１～３月 ７，０７４ ６．９ ２，５３９ △９．０ １１８，６４３ △１５．９ ２６，２８７ △５．２ ３３，４５９ ０．８
４～６月 １２，０３４ △２４．７ ２，８９７ △１１．０ ３０９，４１３ △６．７ ２８，４４４ △８．４ ３１，３０８ ５．３

１９年 ８月 ２，３５３ △４７．５ ６３１ △４３．３ ９２，１２７ △１９．７ ９，８４２ △５．１ ８，９２１ △２．６
９月 ２，７１０ △４２．２ ６３０ △４４．０ ７３，６８７ △１８．８ １１，１１６ △１２．１ １２，１４０ △７．０
１０月 ３，４６７ △３５．６ ７６９ △３５．０ ７３，０２７ １４．２ １１，７４２ △３．２ ８，９０３ ３．３
１１月 ３，８６０ △１４．７ ８４３ △２７．０ ４０，０８２ １３．３ ８，６８５ △４．３ １０，０３９ ０．９
１２月 ３，０５９ △３０．２ ８７２ △１９．２ ３１，４２６ ５０．８ ８，３８４ △１．１ １０，９５１ △３．３

２０年 １月 ２，１０３ １９．２ ８７０ △５．７ １４，９８７ １４．０ ５，９０７ △３．５ ９，４８９ １１．４
２月 １，６５９ △２１．９ ８３０ △５．０ ９，８１４ △７．５ ６，５３５ １３．１ ９，９０３ ２．４
３月 ３，３１２ ２１．３ ８４０ △１５．６ ９３，８４２ △２０．０ １３，８４５ △１２．６ １４，０６７ △６．２
４月 ３，５９１ △３８．５ ９７９ △８．７ １２４，７９２ △１２．１ １１，０２５ △４．７ ９，３５３ ０．５
５月 ４，０２７ ２０．８ ９０８ △６．５ ７４，８０３ △１０．７ ７，６７５ △９．６ ９，９２９ ５．１
６月 ４，４１６ △３５．３ １，００９ △１６．７ １０９，８１８ ３．７ ９，７４３ △１１．３ １２，０２６ ９．７
７月 ３，６８８ △５．０ ９７２ １９．０ １１５，２３０ △６．２ １２，２０２ １３．８ ９，０５８ △４．７
８月 ４，５３３ ９２．６ ９６９ ５３．６ ８９，９６３ △２．３ ９，２５３ △６．０ ７，７５８ △１３．０

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用 ）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５０ ０．８３ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８０４ △２．１ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７

１９年４～６月 ３，００３ △２．６ ０．４８ ０．９３ ５．３ ３．８ １７２ ２０．３ ３，６１６ １０．２
７～９月 ４，０２８ △１．９ ０．５２ ０．９８ ４．７ ３．７ １３８ ２３．２ ３，４６５ ６．６
１０～１２月 ３，０３２ △２．４ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ １３２ ０．０ ３，５７０ ６．１

２０年１～３月 ２，７４１ △１．５ ０．５２ ０．９９ ５．６ ４．０ １６８ ５．７ ３，７１５ ８．０
４～６月 ２，９５８ △１．５ ０．４４ ０．８２ ５．０ ４．０ １８７ ８．７ ３，８２９ ５．９

１９年 ８月 １，５０５ △１．０ ０．５２ ０．９８ ４．７ ３．７ ５０ ６１．３ １，２０３ ２．９
９月 １，２９９ △０．７ ０．５５ １．０１ ↓ ４．０ ３６ △５．３ １，０４７ ４．３
１０月 １，１４０ △８．３ ０．５５ １．００ ↑ ４．０ ４７ △９．６ １，２６０ ８．１
１１月 ９４１ ０．１ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ ５０ ２８．２ １，２１３ １１．２
１２月 ９５１ ２．８ ０．４９ １．００ ↓ ３．５ ３５ △１４．６ １，０９７ △１．０

２０年 １月 ８３８ ０．０ ０．５１ １．００ ↑ ３．９ ５０ ３１．５ １，１７４ ７．６
２月 ９０７ △２．０ ０．５３ １．００ ５．６ ４．１ ５４ １０．２ １，１９４ ８．３
３月 ９９５ △２．４ ０．５２ ０．９６ ↓ ４．１ ６４ △１１．１ １，３４７ ８．０
４月 ８０８ △１．５ ０．４６ ０．８６ ↑ ４．１ ７４ ５７．４ １，２１５ ８．４
５月 １，０２７ ０．２ ０．４３ ０．８１ ５．０ ４．０ ６０ △１８．９ １，２９０ △１．５
６月 １，１２３ △３．０ ０．４４ ０．７９ ↓ ３．９ ５３ ３．９ １，３２４ １１．７
７月 １，１７２ △４．３ ０．４４ ０．８０ － ３．８ ７２ ３８．５ １，３７２ １２．９
８月 １，４３２ △４．８ ０．４５ ０．８１ － ４．１ ５８ １６．０ １，２５４ ４．２

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２２ ―
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１６年度 ２４３，９０７ １２．５ ６１７，１９４ １０．１ ７９８，３７８ １９．０ ５０３，８５８ １２．３
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４７３ １７．５ ８５１，１６０ ９．９ １，３８６，３４２ ９．７ ７４９，０３８ ９．４

１９年４～６月 ９３，５５５ ２８．８ ２０４，８７４ １３．２ ２８３，６６４ △１４．８ １７９，４２８ ９．８
７～９月 ８９，０１９ １０．２ ２１３，５３３ １０．７ ３２０，３７１ ２．０ １８３，１９０ ６．３
１０～１２月 ９９，５３３ １０．８ ２２２，０９０ １０．０ ３８６，９１８ ２０．８ １９５，５８３ １１．４

２０年１～３月 ９９，３６６ ２２．１ ２１０，６６３ ６．０ ３９５，３８９ ３３．０ １９０，８３７ １０．２
４～６月 １０６，８８８ １４．３ ２０８，５４１ １．８ ４７０，７９８ ６６．０ １９９，０２０ １０．９

１９年 ８月 ３０，１２８ ７．２ ７０，３４７ １４．６ １０８，２２６ △４．２ ６２，９１０ ５．８
９月 ２８，４８６ ８．５ ７２，５５５ ６．３ １１５，１２１ ２．８ ５６，４６８ △３．０
１０月 ３５，０３９ △８．６ ７５，０６５ １３．８ １１５，７２８ １２．９ ６５，０７０ ８．７
１１月 ３２，８２１ ３４．７ ７２，６８６ ９．６ １３９，４６６ ３０．５ ６４，８４２ １３．３
１２月 ３１，６７３ １６．８ ７４，３４０ ６．８ １３１，７２４ １８．９ ６５，６７０ １２．３

２０年 １月 ２７，２０６ １２．８ ６４，０８４ ７．７ １２９，７７５ １４．４ ６４，９８１ ９．２
２月 ３５，５８３ ３０．４ ６９，７５４ ８．７ １３１，１８２ ７０．７ ６０，１２０ １０．２
３月 ３６，５７７ ２２．１ ７６，８２５ ２．３ １３４，４３２ ２５．６ ６５，７３６ １１．２
４月 ３５，４０１ ８．４ ６８，９１４ ３．９ １３３，０９９ ３０．７ ６４，１６２ １２．０
５月 ３４，７２９ １７．３ ６８，０９０ ３．７ １７９，３２０ ５６．３ ６４，５１２ ４．５
６月 ３６，７５８ １７．５ ７１，５３７ △１．８ １５８，３７９ １３６．０ ７０，３４６ １６．５
７月 r ４４，０５８ ４４．９ r ７６，２８７ ８．０ r １５１，８６０ ５６．５ r ７５，４６５ １８．３
８月 p ４２，９８４ ４２．７ p ７０，５３６ ０．３ p１７９，８６９ ６６．２ p ７３，８１２ １７．３

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１６年度 １２４，１５０ ２．３ ５，２２６，７５２ １．３ ８６，２２３ △０．６ ３，８９４，３９０ △３．０
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４

１９年４～６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７～９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８７，４４６ △１．１ ３，９９１，６３９ ０．７
１０～１２月 １２７，８４５ １．９ ５，４２５，０７６ ３．０ ８８，３８３ △０．３ ４，０４４，０５２ １．０

２０年１～３月 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
４～６月 １２９，４７２ ２．５ ５，５４２，８２５ ２．９ ８７，４０８ ０．８ ４，０４３，５８４ ２．１

１９年 ８月 １２５，３６９ １．８ ５，３５３，１３３ ２．３ ８６，７８７ △１．２ ３，９６３，２７６ ０．８
９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８７，４４６ △１．１ ３，９９１，６３９ ０．７
１０月 １２５，１３６ １．８ ５，３５５，３２６ ２．７ ８８，１１１ ０．７ ３，９５５，５３９ ０．７
１１月 １２５，８４１ １．８ ５，４２８，６８７ ３．０ ８７，３４１ △０．７ ３，９６８，２６８ ０．４
１２月 １２７，８４５ １．９ ５，４２５，０７６ ３．０ ８８，３８３ △０．３ ４，０４４，０５２ １．０

２０年 １月 １２５，５００ １．８ ５，４２０，９４７ ３．０ ８７，３７５ △０．４ ４，００８，５７８ １．０
２月 １２５，６１６ １．７ ５，４３６，３１５ ３．０ ８７，４２４ △０．４ ４，０１４，３９３ １．４
３月 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
４月 １２９，００３ １．６ ５，５０９，７２９ ２．２ ９０，２４４ １．３ ４，０１４，５６２ １．３
５月 １２８，２５５ ２．５ ５，４９９，１５１ １．６ ８９，１６０ １．８ ４，０２５，３３５ ２．１
６月 １２９，４７２ ２．５ ５，５４２，８２５ ２．９ ８７，４０８ ０．８ ４，０４３，５８４ ２．１
７月 １２８，３５８ ２．１ ５，４８７，７４９ ２．０ ８７，７９３ １．１ ４，０３８，６８５ ２．２
８月 １２８，９１９ ２．８ ５，４７０，５１０ ２．２ ８７，９９４ １．４ ４，０４１，７７３ ２．０

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２３ ―
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●道内経済の動き�

●道内企業の経営動向 （平成20年7～9月期実績、平成20年10～12月期見通し）�

●「産学連携」による地域経済活性化の必要性とその留意点�
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